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ゼロカーボンに向けた熊本県の動き



熊本県の現状①

◆年々の変動はあるが、平均すると熊本では100年に1.85℃の割合で気温が上昇

※青の細線：年平均気温
濃い青線：前後5年間の平均
赤 線：直線での変化傾向をあらわす線

一年の平均気温の推移

出典：福岡管区気象台 九州・山口の気候変動監視レポート2017

平均気温の経年変化（熊本）

平均気温の上昇割合

世界 0.73 ℃/100年
日本 1.15 ℃/100年
熊本 1.85 ℃/100年



3年連続で減少

2011 
東日本大震災

熊本県の現状②

温室効果ガス排出量（総排出量）

熊本県の温室効果ガス総排出量の推移

◆2011年に発生した東日本大震災後は、火力発電の割合増加等により総排出量は増加。

◆その後の節電取組や再生可能エネルギーの導入拡大等により、2013年をピークに減少に転じて

いる。

◆2016年度の総排出量は、1,298万3千t-CO2であり、前年度比3.8%減、基準年2013年度

比16.1%減。



産業

34.4 

運輸

20.1 

家庭

19.9 

業務

16.3 

廃棄物

7.1 

その他

2.1 

熊本県の現状③

【長期傾向】
・産業部門：経済状況の影響はあるものの抑制傾向を維持
・運輸部門：抑制傾向を維持
・家庭・業務部門：近年は減少傾向

温室効果ガス排出量（部門別内訳）

熊本県の温室効果ガス排出量の推移（部門別）

2016年度

熊本県の温室効果ガス排出量
部門別割合
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第五次熊本県環境基本計画［Ｈ２８～Ｒ２年度］

【取組強化】新たな温室効果ガス排出量削減目標の設定

2020年度目標 △１８％（2013年度比）

2030年度目標 △３０％（2013年度比）

地球温暖化対策の推進

家庭部門：約34％削減 業務部門：約40％削減

運輸部門：約35％削減 産業部門：約14％削減

部門別の削減目標



「熊本県ストップ温暖化県民総ぐるみ運動」（くまもとらしいエコライフ）の推進

《県民運動の展開》
各主体の実践 実践例の発信

［めざす姿］ 日々の暮らしや企業活動そのものが環境配慮行動となる社会

キャン

ペーン

情報提供

・交流

熊本の気候や風土に合わせて、それぞれが続けられる
エコライフのスタイルを選択し実践

地球温暖化対策の主な取組み

○くまもとらしいエコライフ“ くまエコ ”の普及
熊本の気候や風土、習慣などに合わせて、楽しみながら環境に配慮し
て暮らす、くまもとらしいエコライフ“くまエコ”の普及促進

【重点取組】

①エコドライブ

②くまもとのＢＤＦ

③グリーンカーテン



「２０５０年熊本県内ＣＯ２排出実質ゼロ」宣言

熊本県は、地球温暖化によるリスクを低減し、
持続可能な未来を実現していくため、「将来の
目指すべき姿」として、「2050年に熊本県内の
CO2排出実質ゼロ」を目指します。

２０１９年１２月４日の県議会定例会で、蒲島知事は「２０５０年までに『県内
ＣＯ２排出実質ゼロ』を目指す」ことを宣言しました。

目指すべき姿
100%

目標値
30%

目標値
18%

対策を
加速

「2050年に熊本県内のCO2排出実質ゼロ」を宣言する意義

○第25回国連気候変動枠組み条約締約国会議
（COP25：スペイン）に合わせ、環境立県を目指す
本県が声をあげ、CO2排出実質ゼロに向けた機運を
盛り上げる。

○県民総ぐるみで目指すべき方向性を明確に共有すること
で、温室効果ガス排出削減に向けた取組みを加速させる。



空港アクセス鉄道の整備に向けた取組みについて

〈阿蘇くまもと空港へのアクセスの現状〉

●「阿蘇くまもと空港」を含む熊本
都市圏東部地域が大きく被災

●創造的復興のグランドデザインと
して「大空港構想NextStage」
を策定（H28.12）

●空港アクセス関連
・「定時性・速達性の確保」困難
朝夕のラッシュ時等におけるリムジンバ
スの遅延が恒常化

・「大量輸送」に課題
リムジンバスで積み残しが発生

●空港周辺
・マイカーへの過度の依存や渋滞
発生によるエネルギーの浪費や
「CO2」の増加

平成28年熊本地震

●旅客者数が熊本(全国11位)
以上の空港で、鉄軌道未整備
は鹿児島(高速IC隣接)のみ

●自家用車利用：46.1%
●主な公共交通は、リムジンバス

脆弱な空港アクセス

直面している問題 今後想定される事柄

【実現効果】
・空港の利便性向上

・自家用車から公共交通への

転換等によるCO2削減

●熊本を含む九州全体のインバ
ウンド増加

●コンセッション方式導入による
空港利用者の増加

【旅客数目標値】

●空港周辺・ＪＲ豊肥本線
沿線地域の人口増加

●交通量の増加による更なる
CO2の増加

『熊本地震からの創造的復興の総仕上げ』

空港アクセスの改善(アクセス鉄道整備)が必須
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【参考】〈空港アクセス鉄道ルート〉

県民総合
運動公園

空港アクセス鉄道の整備に向けた取組みについて

ＪＲ九州との主な同意内容（H31.2)

ルート
・JR豊肥本線「三里木駅」
からの分岐ルート

事業スキーム

・県が中心に設立する第３
セクターが鉄道施設を整
備･所有し、運行はＪＲ九
州へ委託

整備費
（約３８０億円）

・アクセス線整備によるＪ
Ｒ九州の増益効果の一部を
第3セクターに拠出
・拠出総額は整備費の1/3
を上限

●駅舎等の鉄道施設への省エネ・省CO2性の高いシステム・設備機器導入によるZEB実現

●省エネ車両の導入・再生可能エネルギーの電力を活用した電車の運行

●自家用車利用から鉄道利用への転換による交通渋滞緩和及びCO2削減

CO２削減に向けて想定される取組み（例）



熊本県南阿蘇村での取り組み
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熊本県南阿蘇村の紹介

熊本県の北東部に位置し、阿蘇カルデラの南部（南
郷谷）を構成する村。阿蘇カルデラへの入口になって
いる。
村内には白川水源をはじめ多くの湧水（南阿蘇村湧

水群）があり、名水の里として知られている。
村の主要産業は、農業と観光業であり、平成28年の

熊本地震発生前は、年間600万人前後の観光客が訪れ
る観光地だった。

【基本情報】R1(2019).11月末現在

人 口：10,344人
世帯数： 4,465世帯
面 積：137.32ｋ㎡

南阿蘇村は、平成28年（2016年）4月に発生した熊本
地震により甚大な被害を受けた地域の一つ。

【人的被害】R1(2019).12.10時点

死亡者：31名（関連死15名含む）
重傷者：31名、軽症者120名

【住家被害】R1(2019).12.10時点

全壊、半壊以上合わせて1,688棟

熊
本
地
震

【観光入込客数の推移】

南阿蘇村の概要

熊本地震による被害



環境省・熊本県・東海大学の三者（南阿蘇村は立会人）により、
「阿蘇地域の創造的復興に向けた地域循環共生圏の構築に関する協定」を締結

平成30年（2018年）1月17日

地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業
（環境省公募事業）を三者協定における地域創生
プロジェクトの一つに位置付け、熊本県、南阿蘇
村及び東海大学が相互に連携し、取り組んでいく
【プラットフォーム事業の概要】
・地域ビジョンの作成
・ステークホルダーのリスト化 など

・地域創生プロジェクト（南阿蘇村黒川地区創造
的復興プロジェクト）をH30年度から実施

・本年度から研究プロジェクトもスタート

地域循環共生圏の構築に向けた熊本県・南阿蘇村の取組み

将来的には、研究プロジェクト及び地域創生プロ
ジェクトの成果などを踏まえ、阿蘇地域の創造的
復興に向けた地域循環共生圏を構築



○世界に誇る広大な草原景観・火山景観
・国立公園の指定、世界ジオパーク登録や世界農業遺産認定
⇒さらに、世界文化遺産をめざす

○草原を源とする豊かな湧水
・熊本都市圏100万人の水資源の供給源
⇒さらに、九州の水がめとして６本の一級河川の源流域として約230万人の生活を潤す

○地域の社会状況変化
・野焼きの担い手不足、高齢化 → 草原維持の危機、草原面積の減少

○平成28年（2016年）4月熊本地震の発生
・阿蘇地域は甚大な被害を受ける → 観光業及び地域農業の衰退

危機

○大きなポテンシャルを最大限活かす
・観光や農業のブランド化
・草原の新たな資源化・商品化

現行の取組みを有機的につなげる
地域の強み
を発揮

地域の
現状

南阿蘇村の現状と課題

地域循環共生圏をコンセプトとして、熊本地震からの創造的復興を実現



都市
●草原再生などによる自然資源を活用した
サービスの提供
・草原維持による地下水涵養
・放牧牛（赤牛）や湧水を活用した特産品の提供
・都市農村交流などグリーンツーリズムの推進

●自然資源維持に向けた資金・ 人材
などの提供
・野焼きボランティアへの参加
・特産品の購入・消費
・観光客として地域経済活性化

南阿蘇村
●自立分散型社会
・潜在的な地域資源の活用
・新たな地域資源の創出及び特産品開発による産業化
・観光資源として磨き上げられた自然景観と牧野の維持

南阿蘇村における地域循環共生圏構築イメージ



南阿蘇村におけるプラットフォーム事業取組状況

・ビジョンの策定
→2050年を見据えた、実現したい地域の姿を描く
→そのために必要となる具体的な事業を統合的・網羅的に考える
→コンセプトペーパーとしての南阿蘇版マンダラの作成

・ステークホルダーの巻き込み
→多様なアイデアをもらう
→事業の担い手探し
→ステークホルダーリストの作成

取り組むこと（最終成果物）

・成果指標の検討 ・コアとなる事業の概要（３つ程度）

 意見交換会の実施
（目的）
・ビジョン策定に向けたアイデアフラッシュ
・ステークホルダー候補の把握

（実績）
・これまでに2回実施（10/31,12/23）
・民間団体等17団体が参加

取組状況

 シンポジウムの開催（12/8）
（目的）
・地域循環共生圏の周知、啓発

（結果）
・地元住民を含め約110名が参加
・アンケートでは、地域循環共生圏の取組を
興味深いと回答した参加者が多かった



東海大学との連携

湧水を活用した特産品生産
（水前寺のり、ミズゴケ、やまめなど）

周年放牧（eco beef）

・草原再生協議会との連携

・世界文化遺産登録に向けた

取り組みとの連携

国立公園満喫プロジェクト

キリン絆プロジェクト

温泉

エネルギーの地産地消

地形特性（火山地帯、火口瀬、河川（水路）など）

・脱炭素社会の実現・ＣＯ2削減

・エネルギー資金の地域外流出の抑制

・災害に強いエネルギーシステムの構築

雨水浸透率の高い広大な草原

水田お助け隊プロジェクト

水源涵養・地下水保全

野焼き再開・草原再生

草原・自然景観の維持による地域振興

野焼きボランティア派遣

野焼き再開・草原再生

広大な草原景観

・野焼きの担い手不足

→草原維持の危機、草原面積減少

・草原維持による生態系保全

・自然景観維持に向けた資金確保

震災ミュージアム交通インフラの復旧

豊富な農畜産物

都市農村交流
（観光農園、農家民泊、体験農業）

カヤ材の資源化草原の観光利用

南阿蘇ブランドの確立

新たなビジネスの創出

・潜在的なポテンシャルを最大限活用

・地域内での産業創出、雇用確保

世界農業遺産

移住・定住促進

・熊本地震による甚大な被害

→観光業及び地域農業の衰退

・人口流失、高齢化・過疎化の進行

グリーンツーリズム

・熊本都市圏100万人の水資源の維持

・九州の水がめとして、広大な草原の維持

豊かな湧水

（白川水源、南阿蘇村湧水群）

地下水涵養（草原）定証事業

地下水を守るん田プロジェクト

熊本地震からの創造的復興

インフラツーリズム

「誰もが住みたい住み続けたい南阿蘇村」を実現
大きなポテンシャルを活かし、新たなビジネスの創造や

地域経済の活性化・経済循環を拡大！

豊かな森林移住者

野草堆肥
修学旅行・防災旅行誘致

あそ望の郷くぎの（道の駅） 重要文化的景観

世界ジオパーク

間伐材、木材（端材）水資源維持に協力する企業

ペンション・旅館

資源としての草原 地元住民（農家）

東海大学の研究

観光客・都市圏住民

新たな観光スポット

木質バイオマスボイラー

小水力発電などの再生可能エネルギー活用

震災遺構

南阿蘇村における地域ビジョン（南阿蘇版マンダラ） ver.6



南阿蘇村における動き

熊本日日新聞
2020年1月9日（木）抜粋

南阿蘇村でも再生可能エネルギーの取り
組みが進んでおり、小水力発電、風力発
電の導入が進められている
（ただし、世界文化遺産登録を目指す地域として、景観

への配慮は重要）

地域循環共生圏のコンセプトにより、脱
炭素社会の実現及び熊本地震からの創造
的復興を目指す

この動きを加速化するため、地域金融
機関をはじめ、さまざまなステークホル
ダーの協力が必要

広報みなみあそ
2019年11月号 抜粋

熊本日日新聞
2020年1月9日（木）抜粋


